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令和４年度補正「地域新成長産業創出促進事業費補助金（地域 DX促進環境整備事業（業種等

特化型 DX促進事業））地域 DX支援活動型」に係る補助事業者募集要領 

 

令和５年２月１３日 

令和４年度補正地域 DX促進事務局 

令和４年度補正「地域新成長産業創出促進事業費補助金（地域 DX促進環境整備事業（業種

等特化型 DX 促進事業））地域 DX 支援活動型」（以下、「本事業」という。）を実施する補助事

業者を、以下の要領で広く募集します。 

 本事業の補助金の交付を申請する方、採択されて補助金を受給される方は、「補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）（以下「補助金

適正化法」という。）」、「交付規程」をよくご理解の上、また、下記の点についても十分にご認

識いただいた上で補助金受給に関する全ての手続きを適正に行っていただくようお願いしま

す。 

 

補助金を応募する際の注意点 

 

① 補助金に関係する全ての提出書類において、いかなる理由があってもその内容に虚偽

の記述を行わないでください。 

② 代表機関（補助事業者）は構成員に対して、提案前に、各構成員が事業を適切に運営

できる体制にあること、各種法令違反等をしていないこと等を確認してください。 

③ 偽りその他不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、令和４

年度補正地域 DX 促進事務局（以下、「事務局」という）として、補助金の受給者に対

し必要に応じて現地調査等を実施します。なお、事業に係る取引先（請負先、委託先

以降も含む）に対して、不明瞭な点が確認された場合、補助金の受給者立ち会いのも

とに必要に応じ現地調査等を実施します。その際、補助金の受給者から取引先に対し

て協力をお願いしていただくこととします。 

④ 上記の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取消

を行うとともに、受領済の補助金のうち取消対象となった額に加算金（年１０．９５％

の利率）を加えた額を返還していただきます。併せて、経済産業省及び事務局から新

たな補助金等の交付を一定期間（最大３６ヵ月）行わないこと等の措置を執るととも

に当該事業者の名称及び不正の内容を公表することがあります。 

⑤ 補助金に係る不正行為に対しては、補助金適正化法第２９条から第３２条において、

刑事罰等を科す旨規定されています。あらかじめ補助金に関するそれら規定を十分に

理解した上で本事業の申請手続を行うこととしてください。 

⑥ 事務局から補助金の交付決定を通知する前において、発注等を完成させた経費につい

ては、補助金の交付対象とはなりません。 

⑦ 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではな
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いこと。また、補助事業を遂行するため、売買、請負、その他の契約をする場合、若し

くは補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場合

の契約に当たっては、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じ

られている事業者を契約の相手方とすることは原則できません（補助事業の実施体制

が何重であっても同様。）。 

掲載アドレス：http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html 

⑧ 補助金で取得、または効用の増加した財産(取得財産等)を当該資産の処分制限期間内

に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に

供すること）しようとする時は、事前に処分内容等について事務局の承認を受けなけ

ればなりません。 

なお、必要に応じて取得財産等の管理状況について調査することがあります。 

http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html
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【１．事業概要】 

１－１．事業目的 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、デジタル化は不可逆的に進展していま

す。各国では非接触・リモート社会の構築に向けて、デジタル投資が加速しており、デ

ジタル技術の活用の成否が企業・産業の競争力に直結します。地域企業・産業が、こう

した動きに取り残されることなく、生産性を向上し、付加価値を生み出していくために

は、デジタル技術を活用した業務・ビジネスモデルの変革（デジタルトランスフォーメ

ーション（DX）（※））を実行していくことが不可欠です。 

そのような中で、本事業では、地域の主力産業・業種が抱える課題に精通した産学官金

の専門家による地域企業への課題分析・DX 戦略策定・サイバーセキュリティ対策の伴走

支援等の体制を構築し、地域企業が DXを実現させるために必要な経営・デジタルに関す

る専門的知見やノウハウを補完するための各種支援活動を促進することで、地域企業の

DXを強力に推進し、地域企業の生産性向上を加速させることを目的とします。 

 

（※）DX（Digital Transformation）：企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データと

デジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデ

ルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競

争上の優位性を確立すること。 

  出典：経済産業省「デジタルガバナンス・コード 2.0」（令和４年９月１３日改訂） 

 

１－２．事業スキーム 

本事業は、以下の事業スキームに基づき実施します。本事業の実施体制は、地域企業の

DX 推進に向けて、代表機関及び代表機関と共に地域企業を支援する構成員からなるコンソ

ーシアムの体制によるものとします。応募資格は「１－５．応募資格」をご確認ください。 

事務局は、経済産業省の補助を受け、補助事業全体の管理支援業務を行い、採択された

補助事業者に対する補助金交付等、事業全体の運営を統括します。 

補助事業者の選定に際しては、「審査委員会」を設置し、応募事業を外部審査員に審査い

ただき、採択事業者を決定します。 

また、補助事業者は、補助事業の実施にあたっては、事務局及び主な支援対象地域を所

管する地方の経済産業局（経済産業局、中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局及び内閣

府沖縄総合事務局（以下「地方経済産業局」という。））と連携いただきます。具体的には、

定期的な事業進捗の報告や意見交換、成果報告会を連携して開催する等、常に事務局及び

地方経済産業局の指示等に対応できる体制を構築してください。 
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構成員 

（２）支援対象地域の主力産業・業種の実情（課題・特性）等 を把握して

いる者（例：地域の産業支援機関、地域金融機関、商工団体、業界団

体、教育・研究開発機関等）が２者以上 

（３）地域企業に不足する経営やデジタルに関する専門的知見・ノウハウ

を持つ者（例：ITベンダー、Tech系ベンチャー、コンサルティング会

社等）が２者以上 

（４）サイバーセキュリティ対策の専門家１者以上 

  ※ただし、（３）と（４）の兼任は可 

※応募の際の構成要件は事業類型によって異なるため、１－５．応募資格をよく

ご確認ください。 

※地方公共団体については、コンソーシアムへ参画することは可能ですが、代表

機関からの委託・外注・謝金を含む一切の費用を補助対象とすることはできませ

ん。また、地方公共団体が参画した場合においては１者としてカウントされませ

ん。 

経 済 産 業 省 

地域 DX促進事務局 

（申請）↑  ↓（補助） 

（申請）↑  ↓（補助） 

補助事業者（（１）代表機関１者）） 
※本公募の対象 

※補助率１０／１０ 

（代表機関に支払い） 

地方経済産業局 （連携） 

コンソーシアム 

 

 

 

 ↓（支援） 

地域企業 
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１－３．事業内容 

本事業では、「ア 業種特化型」と「イ サイバーセキュリティ対策拡充型」の事業類

型があります。事業類型によって補助事業内容が異なりますので必ずご確認ください。 

支援対象とする地域企業は、公募等適切なプロセスを経て選定してください。なお、地

域企業の資格要件については、各事業類型の「１－５－２．資格要件」を御参照くださ

い。 

ア 業種特化型 

（１）DX 戦略策定の伴走型支援 

地域企業から支援依頼を受けた代表機関は、地域企業が抱える課題・状況に応じ、構成

員と協力・連携して支援チームを編成。その後、支援チームが地域企業との議論を繰り返

しながら、ゴール設定・現状分析・課題特定・将来業務の設計・ソリューション提供ベンダ

ーの比較検討・選定等を行い、DX戦略への落とし込みを支援。その上で必要に応じて、ソ

リューションの実装や定着化といった戦略の実行部分の伴走等を支援。 

【実施上の留意点】 

 支援する地域企業には、地域未来牽引企業又は地域未来投資促進法に基づく承認地域経

済牽引事業者（※）を含めること。 

（※）承認地域経済牽引事業者は、公表していないため、支援企業に直接承認の有無を確

認し、承認のエビデンスとして「県知事による承認が分かる通知文書（※正式な名称はな

く、様式も都道府県ごとに異なる）」を代表機関へ提出いただき、確認すること。 

（２）サイバーセキュリティ対策に関する伴走型支援 

DXを進める上でのサイバーセキュリティリスクの洗い出しやサイバーセキュリティ強化

のための戦略策定を支援。その上で必要に応じてサイバーセキュリティ対策の実行部分の

伴走等を支援。 

（３）支援ノウハウのコンソーシアム内での共有・横展開の仕組みの構築 

本事業で蓄積された地域企業への支援ノウハウをコンソーシアム内で共有し、伴走型支

援を実施する支援人材の育成を目的として事例や成果物の共有が可能なプラットフォーム

やデータベースの構築等のナレッジシェアの仕組みを整備。 

（４）その他、DX戦略の実行力向上のための取組（任意） 

上記（１）～（３）の他、（１）（２）で策定した戦略の実行力向上を目的とした取組（経

営者や社員に対する人材育成等）を実施。 

※地域の主力産業・業種に関する地域企業の DX人材育成の取組を行う場合は、加点措置と

します。 

【実施上の留意点】 

・経済産業省「デジタルガバナンス・コード 2.0」（令和４年９月１３日改訂）における DX

の定義と不整合が起きないよう、十分御注意ください。 

・経済産業省（地方経済産業局含む）から制度紹介等の周知依頼があった場合にはご協力

ください。 
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イ サイバーセキュリティ対策拡充型 

（１）サイバーセキュリティ対策に関する伴走型支援 

令和４年度当初地域 DX 促進活動支援事業に採択された支援コミュニティが、DX を進め

る上でのサイバーセキュリティリスクの洗い出しやサイバーセキュリティ強化のための戦

略策定を支援。（新しくサイバーセキュリティの専門家を追加して支援を開始する場合も、

令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業における活動を拡充する場合（支援内容の追加や

支援企業数の増加等）のどちらも可。）その上で、必要に応じてサイバーセキュリティ対策

の実行部分の伴走等を支援。 

【実施上の留意点】 

 支援する地域企業には、地域未来牽引企業又は地域未来投資促進法に基づく承認地域経

済牽引事業者（※）を含めること  。 

（※）承認地域経済牽引事業者は、公表していないため、支援企業に直接承認の有無を確

認し、承認のエビデンスとして「県知事による承認が分かる通知文書（※正式な名称はな

く、様式も都道府県ごとに異なる）」を代表機関へ提出いただき、確認すること。 

（※）令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業の採択者一覧 

https://www.meti.go.jp/information/publicoffer/saitaku/2022/downloadfiles/s22042

8003_01.pdf 

 

１－４．事業実施期間 

   交付決定日～令和６年２月１６日（金） 

 

１－５．応募資格 

１－５－１．応募要件（ア 業種特化型） 

ア 業種特化型 

・以下の要件をいずれも満たす必要があります。 

・なお、本事業を通じて取組の更なる発展を目的に、事務局へ申請書内の「構成員の概要」

の事前申請を行うことにより、事業期間中でもコンソーシアムの構成員を追加することが

可能です。 

① 「１－５－２．資格要件（ア 業種特化型）」に合致する、以下（１）代表機関と（２）

～（４）の構成員からなる事業の実施に必要な知見やノウハウ等を有する者のコンソ

ーシアムを構成すること。 

（１）代表機関１者 

（２）支援対象地域の主力産業・業種の実情（課題・特性）等 を把握している者（例：

地域の産業支援機関、地域金融機関、商工団体、業界団体、教育・研究開発機関等）

が２者以上 

（３）地域企業に不足する経営やデジタルに関する専門的知見・ノウハウを持つ者（例：

ITベンダー、Tech系ベンチャー、コンサルティング会社等）が２者以上 

https://www.meti.go.jp/information/publicoffer/saitaku/2022/downloadfiles/s220428003_01.pdf
https://www.meti.go.jp/information/publicoffer/saitaku/2022/downloadfiles/s220428003_01.pdf
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（４）サイバーセキュリティ対策の専門家１者以上 

※ただし、（３）と（４）を兼任する場合は、（３）（４）それぞれに対して１者とカウン

トします。 

② 申請時点において、１社以上の具体的な支援地域企業の想定があること。 

③ 支援対象地域が２以上の複数市町村であること。 

④ コンソーシアムは、ひとつの組織体として位置付けられるため、事務局や経済産業省

（地方経済産業局を含む）からの連絡、指示、問い合わせ等への対応は、代表機関の担

当責任者がその責任を持って担当すること。また、代表機関の担当責任者は、自らの責

任において当該対応内容について構成員へ共有すること。 

⑤ コンソーシアムには、総括事業代表者（プロジェクトリーダー）、副総括事業代表者（サ

ブリーダー）、事務管理責任者を配置すること。なお、これらの代表者・責任者には、

実際に本事業の運営推進に携わる人を任命すること。特に、総括事業代表者（プロジェ

クトリーダー）、副総括事業代表者（サブリーダー）は、採択決定後に事務局が行うヒ

アリング等には必ずどちらかが出席すること。 

⑥ 構成員からの年会費や支援対象となる地域企業からの対価（報酬）等の収入を得る仕

組みを構築し、補助事業終了後も継続的に事業を実施するための事業実施計画を策定

すること。それを踏まえて、コンソーシアムは、補助事業終了後５年間は地域企業への

支援活動を継続すること。 

 

１－５－２．資格要件(ア 業種特化型) 

ア 業種特化型 

（１）代表機関（１者） 

・自ら補助事業を実施するとともに、当該事業の運営管理、構成員相互の調整、知的所有

権を含む財産管理等の事業管理等を行う母体としての組織です。 

・以下の（資格要件）を満たすことが必要であり、事業実施期間中でも、以下の要件を満た

さなくなった場合、交付の決定の全部もしくは一部の取消し、又は変更することがあり

ますので、御留意ください。 

（資格要件） 

① 日本に拠点を有していること。 

② 本事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること。 

③ 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な

管理能力を有していること。 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力

に関係する事業者でないこと。 

⑤ 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではな

いこと。 

⑥ 当該事業の期間中及び当該事業の終了後における事業の実施主体であること。（代表機
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関が業務の全てを他の者に再委託することはできません。） 

⑦ 法人格を有すること。（地方公共団体は除く。） 

⑧ 代表機関としての業務を遂行するに十分な管理能力があり、そのための人員等の体制

が整備されていること。（複数名の業務従事者を配置できること。） 

⑨ 交付決定後のコンソーシアムの経理実務（構成員への委託・外注・謝金支払等を含む）

について、責任を持って管理できること。 

⑩ 当該事業を実施できる財政的健全性を有していること。 

⑪ 総括事業代表者（プロジェクトリーダー）、事務管理責任者を代表機関に所属する者か

ら選出すること。 

⑫ 補助金の交付は事業終了後となるため、事業実施期間中に発生する経費（構成員への

委託・外注・謝金支払等を含む）を補助金の受領前に立替払いすることが可能であるこ

と。 

⑬ 当該事業の期間中及び当該事業の終了後３年間、事務局の求めに応じて、指定の方法

で事業の活動状況・成果等を報告可能な主体であること。 

⑭ 事務局及び経済産業省（地方経済産業局を含む）からの指示等に迅速に対応する主体

であること。 

⑮ 本事業の他のコンソーシアムにおける代表機関ではないこと。（他のコンソーシアムの

構成員として参画することは可。） 

⑯ 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業に採択された代表機関ではないこと。 

⑰ 令和５年度当初「地域デジタル人材育成・確保推進事業（デジタル人材育成における地

域ハブ機能実証事業）」に申請していないこと。 

（２）構成員 

・代表機関の管理下において、代表機関と共に補助事業を実施し、必要に応じて代表機関

から委託・外注・謝金支払い等を受ける者です。業種や企業規模等に制限なく広く参画

していただけますが、以下の（資格要件）を満たすことが必要です。 

・なお、参画する構成員は、地域に不足する経営やデジタル技術に関するノウハウ等を補

う観点で、兼業・副業人材の活用も検討することを推奨します。 

（資格要件）④はサイバーセキュリティ対策の専門家のみ 

① 日本に拠点を有していること。 

② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力

に関係する事業者でないこと。 

③ 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではな

いこと。 

④ サイバーセキュリティの専門家は、情報処理安全確保支援士、またはそれに類するサ

イバーセキュリティ対策に関する専門的、実践的な知識、技術、技能等を有する者であ

って、複数の地域企業等においてサイバーセキュリティに関する課題の解決支援（現

状調査・分析、対策計画策定支援等）を行ったことがある又は当該分野において相応の



9 

 

実績を有すると認められる者。 

（３）コンソーシアムが支援を実施する地域企業 

・地域企業は、コンソーシアムから支援を受ける者です。補助金の交付は受けません。 

・コンソーシアムが支援する地域企業は、申請時点においては、少なくとも１社以上の具

体的な支援対象となり得る地域企業の想定を申請書に必ず記載ください。ただし、全社

を申請時に確定させておく必要はなく、事業期間中に公募等により選定することも可能

です。支援する地域企業の選定においては、企業規模等に関して制限を設ける必要はあ

りませんが、以下の要件を満たすことが必要です。 

（資格要件） 

① 「１－３．事業内容」ア．業種特化型の（１）～（２）の支援を受けることを希望す

る地域企業に対しては、支援を受けるまでに、２０１９年７月に経済産業省が公開し

た DX推進指標の自己診断（※）を実施し、結果を独立行政法人情報処理推進機構

（IPA）に提出することを求めること。 

（※）DX推進指標 自己診断結果入力サイト https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html 

② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力

に関係する事業者でないこと。 

（４）総括事業代表者(プロジェクトリーダー)・副総括事業代表者(サブリーダー) 

・総括事業代表者は、補助事業の実施計画、実施及び成果を管理する者で、代表機関に所

属する者とします。 

・副総括事業代表者は、総括事業代表者を補佐し、必要に応じて、その代理を務める者で、

代表機関又は構成員に所属する者とし、総括事業代表者不在時の連絡窓口等を担うこと

とします。 

・総括事業代表者及び副総括事業代表者は、以下の要件を満たすことが必要です。なお、

事業実施期間の途中であっても、以下の要件を満たさなくなった場合は、交代を求める

など必要な措置を要請することがあります。 

（資格要件） 

① 当該事業に関して高い見識と管理能力を有し、実施計画の企画立案とその実施等につ

いて管理を行うことができる能力を有していること。 

② 当該事業のために必要かつ十分な時間が確保できること。 

③ 事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）からの連絡、指示、問い合わせ等に対し

て、速やかに自ら対応、回答できること。 

④ コンソーシアムの構成員に対して、事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）から

の連絡事項を周知徹底できること。 

（５）事務管理責任者 

・事務管理責任者は、補助事業における補助金交付の申請、経費管理及び手続きを管理す

る者で、代表機関に所属する者とします。 

https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html
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・事務管理責任者は、以下の要件を満たすことが必要です。なお、事業実施期間の途中で

も、以下の要件を満たさなくなった場合は、交代を求めるなど必要な措置を要請するこ

とがあります。 

（資格要件） 

① 当該事業に関して高い管理能力を有し、実施事業の経理を含めた事務管理を行うこと

ができる能力を有していること。 

② 当該事業のために必要かつ十分な時間が確保できること。 

③ 事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）からの連絡、指示、問い合わせ等に対

して速やかに自ら対応、回答できること。 

 

１－５－１．応募要件（イ．サイバーセキュリティ対策拡充型） 

イ サイバーセキュリティ対策拡充型 

以下のいずれも満たす必要があります。 

① 「１－５－２．資格要件（イ．サイバーセキュリティ対策拡充型）」に合致する以下の

（１）代表機関が（２）サイバーセキュリティ対策の専門家を構成員に加えて申請を行

い、令和４年度当初地域 DX 促進活動支援事業における事業計画に加えて、「１－３．

事業内容」（イ サイバーセキュリティ対策拡充型）を実施すること。 

（１）令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業に採択された代表機関 

 （２）サイバーセキュリティ対策の専門家１者以上 

② 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業と同様にコンソーシアムは、ひとつの組織体

として位置付けられるため、事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）からの連

絡、指示、問い合わせ等への対応は、代表機関の担当責任者がその責任を持って担当す

ること。また、代表機関の担当責任者は、自らの責任において当該対応内容について構

成員へ共有すること。 

③ 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業と同様にコンソーシアムには、総括事業代表

者（プロジェクトリーダー）、副総括事業代表者（サブリーダー）、事務管理責任者を配

置すること。なお、これらの代表者・責任者には、実際に本事業の運営推進に携わる人

を任命すること。特に、総括事業代表者（プロジェクトリーダー）、副総括事業代表者

（サブリーダー）は、採択決定後に事務局が行うヒアリング等には必ずどちらかが出

席すること。 

④ 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業において策定した事業実施計画に加えて、DX

を進めるにあたり確保すべきサイバーセキュリティ対策に関する伴走型支援を令和９

年度まで地域企業への支援活動を継続すること。 

 

１－５－２．資格要件(イ サイバーセキュリティ対策拡充型) 

イ サイバーセキュリティ対策拡充型 

（１）代表機関（１者） 
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・自ら補助事業を実施するとともに、当該事業の運営管理、構成員相互の調整、知的所有

権を含む財産管理等の事業管理等を行う母体としての組織です。 

・以下の（資格要件）を満たすことが必要であり、事業実施期間中でも、以下の要件を満た

さなくなった場合、交付の決定の全部もしくは一部の取消し、又は変更することがあり

ますので、御留意ください。 

（資格要件） 

① 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業にて採択された代表機関であること。 

② 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業の採択時の「地域 DX推進コミュニティ      

の名称」と同一であること。 

③ 令和４年度当初地域 DX促進活動支援事業の採択時の「支援対象地域」において事業を

実施すること。（支援対象地域の追加は可能） 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力

に関係する事業者でないこと。 

（２）サイバーセキュリティ対策の専門家 

・代表機関の管理下において、代表機関と共に補助事業を実施し、必要に応じて代表機関

から委託・外注・謝金支払い等を受ける者です。業種や企業規模等に制限なく広く参画

していただけますが、以下の（資格要件）を満たすことが必要です。 

（資格要件） 

① 日本に拠点を有していること。 

② 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではな

いこと。 

③ サイバーセキュリティの専門家は、情報処理安全確保支援士、またはそれに類するサ

イバーセキュリティ対策に関する専門的、実践的な知識、技術、技能等を有する者であ

って、複数の地域企業等においてサイバーセキュリティに関する課題の解決支援（現

状調査・分析、対策計画策定支援等）を行ったことがある又は当該分野において相応の

実績を有すると認められる者。 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力

に関係する事業者でないこと。 

（３）支援コミュニティが支援を実施する地域企業 

・地域企業は、支援コミュニティから支援を受ける者です。補助金の交付は受けません。 

・コンソーシアムが支援する地域企業は、公募等により地域の主力産業・業種を支える企

業を選定するものとします。補助事業で支援する地域企業の全社を申請時に確定させて

おく必要はなく、事業期間中に随時公募等により選定することも可能です。支援する地

域企業の選定においては、企業規模等に関して制限を設ける必要はありませんが、以下

の要件を満たすことが必要です。 

（資格要件） 

① 「１－３．事業内容」（イ サイバーセキュリティ対策拡充型）（１）の支援を受ける
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ことを希望する地域企業に対しては、支援を受けるまでに、２０１９年７月に経済産

業省が公開した DX推進指標の自己診断（※）を実施し、結果を独立行政法人情報処

理推進機構（IPA）に提出することを求めること。ただし、令和４年度当初地域 DX促

進活動支援事業において、本支援コミュニティから既に支援を受けた企業について、

再提出は必須ではない。 

（※）DX推進指標 自己診断結果入力サイト https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html 

② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力

に関係する事業者でないこと。 

（４）総括事業代表者(プロジェクトリーダー)・副総括事業代表者(サブリーダー) 

・総括事業代表者は、補助事業の実施計画、実施及び成果を管理する者で、代表機関に所 

属する者とします。 

・副総括事業代表者は、総括事業代表者を補佐し、必要に応じて、その代理を務める者で、

代表機関又は構成員に所属する者とし、総括事業代表者不在時の連絡窓口等を担うこと

とします。 

・総括事業代表者及び副総括事業代表者は、以下の要件を満たすことが必要です。なお、

事業実施期間の途中であっても、以下の要件を満たさなくなった場合は、交代を求める

など必要な措置を要請することがあります。 

（資格要件） 

① 当該事業に関して高い見識と管理能力を有し、実施計画の企画立案とその実施等につ

いて管理を行うことができる能力を有していること。 

② 当該事業のために必要かつ十分な時間が確保できること。 

③ 事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）からの連絡、指示、問い合わせ等に対

して、速やかに自ら対応、回答できること。 

③ コンソーシアムの構成員に対して、事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）から

の連絡事項を周知徹底できること。 

（５）事務管理責任者 

・事務管理責任者は、補助事業における補助金交付の申請、経費管理及び手続きを管理す

る者で、代表機関に所属する者とします。 

・事務管理責任者は、以下の要件を満たすことが必要です。なお、事業実施期間の途中で

も、以下の要件を満たさなくなった場合は、交代を求めるなど必要な措置を要請するこ

とがあります。 

（資格要件） 

① 当該事業に関して高い管理能力を有し、実施事業の経理を含めた事務管理を行うこと

ができる能力を有していること。 

② 当該事業のために必要かつ十分な時間が確保できること。 

③ 事務局や経済産業省（地方経済産業局を含む）からの連絡、指示、問い合わせ等に対

して速やかに自ら対応、回答できること。 

 

https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html
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【２．補助金交付の要件】 

２－１．採択予定件数 ア 業種特化型：１０件程度 

           イ サイバーセキュリティ対策拡充型：最大２７件 

採択予定件数は、公募開始時点での想定であり、今後、変更になることがあります。 

 

２－２．補助率・補助額 

 最終的な実施内容、交付決定額は、事務局と調整した上で決定することとします。 

ア 業種特化型 

⚫ 補助率：１０／１０ 

⚫ 補助上限額：３,０００万円 

イ サイバーセキュリティ対策拡充型 

⚫ 補助率：１０／１０ 

⚫ 補助上限額：１,０００万円 

 

【３．補助金の支払い】 

３－１．支払時期 

補助金の支払いは、事業終了後の精算払となります。 

 

３－２．支払額の確定方法 

事業終了後、事業者より提出いただく実績報告書に基づき、支払額を確定します。な

お、補助事業の履行や経費の申請内容に疑義が生じた場合は、事務局による現地調査

に協力する必要があります。 

支払額は、補助対象経費のうち交付決定額の範囲内であって実際に支出を要したと

認められる費用の合計となります。このため、全ての支出には、その収支を明らかにし

た帳簿類及び領収書等の証拠書類が必要となります。また、支出額及び内容について

も厳格に審査し、これを満たさない経費については、支払額の対象外となる可能性も

ありますのでご注意ください。 

 

３－３．実績報告書の提出時における実施体制把握 

事業の実施体制を確認する必要があるため、事業終了後に実績報告書を提出する際

は、別途、補助対象として経費計上しているもので、請負又は委託契約をしている場合

については、契約先の事業者（ただし、税込み１００万円以上の取引に限る。）の事業

者名、補助事業者との契約関係、住所、契約金額、契約内容を記述した実施体制資料

（※）を添付してください。 

（※）本資料は、確定検査の際に確認する資料とします。 

補助対象経費の計上の際、「外注費」、「委託費」は問いませんが、「旅費」、「会議費」、

「謝金」、「備品費（借料及び損料を含む）」、「補助人件費（人材派遣も含む）」は対象外

とします。 
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請負先または委託先からさらに請負又は委託をしている場合（再委託などを行って

いる場合で、税込み１００万円以上の取引に限る）も、上記同様に、実施体制資料に記

述をしてください（再々委託先については金額の記述は不要）。 

【実施体制資料の記載例】 

実施体制は原則、下記のように整理表で提示していただくとともに実施体制図もあわせて

示してください。実施体制と契約先の事業者名、補助事業者との契約関係、住所、契約金額、

契約内容がわかる資料であれば様式は問いません。 

 

 

 

 

【４．応募手続き】 

４－１．募集期間 

募集開始日：令和５年２月１３日（月） 

締切日：令和５年３月６日（月）１７時必着 

※Ｊグランツを利用し、締め切り日の１７時までに申請を実施したもの。 

 

４－２．説明会の開催 

以下日時にオンライン説明会を実施します。【１０．問い合わせ先】に連絡先（所属

実施体制（税込み１００万円以上の請負・委託契約）

事業者名 当社との関係 住所 契約金額（税込み） 業務の範囲

（株）A研究所 委託先 東京都○○区・・・
※算用数字を使用し、円

単位で表記

※できる限り詳細に記入

のこと

（株）B総研
再委託先（（株）A研究

所の委託先）
上記記載例参照 上記記載例参照 上記記載例参照

Cコンサル（株）
再委託先（（株）A研究

所の委託先）
上記記載例参照 上記記載例参照 上記記載例参照

（有）D商会
再々委託先（（株）B総

研からの委託先）
上記記載例参照 記入不要（※） 上記記載例参照

（株）Eセンター 委託先 東京都○○区・・・
※算用数字を使用し、円

単位で表記

※できる限り詳細に記入

のこと

（※）（有）D商会は、補助事業者からみると、再々委託先になるので契約金額の記入は不要

実施体制図（税込み１００万円以上の請負・委託契約）

委託先 再委託先 再々委託先

（株）Eセンター

Cコンサル（株）

（有）D商会

一般社団法人　○

○センター

補助事業者

（株）A研究所 （株）B総研
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組織及び所属部署名、担当者名、電話番号、E-mailアドレス）を令和５年２月１７日

（金）１７時までに連絡してください。なお、オンライン説明会動画については後日、

HPにてアップロードを予定しております。 

説明会日時：令和５年２月２０日（月）１６時３０分 

 

４－３．応募書類 

① 応募にあたり必要となる提出書類＜提出単位＞は以下の通りです。提出方法等の詳細は

提出書類チェックリストを確認してください。 

② 補助金申請システム「Ｊグランツ」で応募を受け付けます。Ｊグランツでは、本申請を

受け付けるとともに、Ｊグランツで行われた申請等に対しては原則として、Ｊグランツ

で通知等を行います。Ｊグランツを利用するにはＧビズＩＤの取得が必要です。 

※ＧビスＩＤの発行まで約２週間を要しますので、余裕をもってご準備ください。 

 ※Ｊグランツでの提出方法等の詳細はＪグランツに掲載しているマニュアルを参照し

てください。 

   https://www.jgrants-portal.go.jp/request-flow 

 

【ア・イ共通】 

ア 業種特化型 

イ サイバーセキュリティ対策拡充型 

□ 申請書・提案書・スケジュール・支出計画・資金調達内訳＜コンソーシアムごと＞ 

※サイバーセキュリティ対策拡充型は、構成員の概要はサイバーセキュリティの専

門家のみご提出ください。 

□ 代表機関の直近の決算報告書（1か年分の貸借対照表、損益計算書）＜代表機関の

み＞ 

※設立１年未満の場合は、事業計画書及び収支予算書、母体となる企業の決算報告

書等、財務的基盤を確認できる代替資料をご提出ください。 

□ 代表機関及び構成員の団体・企業概要（パンフレット等）＜参加事業者ごと＞ 

□ 代表機関及び構成員の履歴事項全部証明書（交付申請日以前 3カ月以内に発行され

たもの）＜参加事業者ごと＞ 

※個人事業主の場合は、住民票（交付申請日以前 3カ月以内に発行されたもの）の

写し 

□ サイバーセキュリティの専門家であることを示す資料 ＜参加事業者ごと＞ 

□ 誓約書＜参加事業者ごと＞ 

※押印は不要 

□ 提出書類チェックリスト＜コンソーシアムごと＞ 

③ 応募書類に記載された情報については、審査、管理、確定、精算、政策効果検証といっ

た一連の業務遂行のためにのみ利用します。 

なお、応募書類は返却しません。 

https://www.jgrants-portal.go.jp/request-flow
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④ 応募書類等の作成費は経費に含まれません。また、選定の正否を問わず、提案書の作成

費用は支給されません。 

⑤ 提案書に記載する内容については、今後の事業実施の基本方針となりますので、予算額

内で実現が確約されることのみ表明してください。なお、採択後であっても、申請者の

都合により記載された内容に大幅な変更があった場合には、不採択となることがありま

す。 

 

４－４．応募書類の提出先 

応募書類はＪグランツにログインし、本補助金を検索の上、応募に必要な事項等を入

力、添付して申請してください。 

https://www.jgrants-portal.go.jp/ 

※ Ｊグランツを使用する場合には設立登記法人及び個人事業主以外の申請者（登記法

人ではない実行委員会、組合など）は、システム利用に必要なＧビズＩＤの取得が

できません。 

※ 電子メール、郵送、持参及びＦＡＸによる提出は受け付けません。資料に不備があ

る場合は、不採択となりますので、記入要領等を熟読の上、注意して記入してくださ

い。 

※ 締切を過ぎての提出は受け付けられません。 

 

【５．審査・採択】 

５－１．審査・採択方法 

審査は原則として応募書類に基づいて行いますが、必要に応じてヒアリング及び現地調

査を実施するほか、追加資料の提出を求めることがあります。採択にあたっては、第三者の

有識者で構成される委員会で審査を行い決定します。 

 

５－２．審査・採択基準 

外部有識者による審査委員会において、別紙で定める審査基準に基づいて審査を行いま

す。審査は原則として申請書類に基づいて行いますが、必要に応じてヒアリング及び現地

調査を実施するほか、追加資料の提出を求めることがあります。 

 

さらに「ア 業種特化型」は１－３．事業内容（ア 業種特化型）（４）において、以下の

取組を行う場合は、以下の条件を満たす場合は、審査において加点します。 

⚫ 地域の主力産業・業種に関する地域企業の DX人材育成の取組を行う場合 

（例）DX 及び DX を進めるにあたり確保すべきサイバーセキュリティ対策の戦略策定を支援

した企業が戦略を実現できるよう、経営者や社員に対する人材育成の研修等を実施 

 

５－３．採択結果の決定及び通知 

採択された申請者については、経済産業省及び事務局のホームページで公表すると

https://www.jgrants-portal.go.jp/
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ともに、当該申請者に対しその旨を原則、Ｊグランツにて通知します。 

 

【６．交付決定】 

採択された申請者が、事務局に補助金交付申請書を提出し、それに対して事務局が交

付決定通知書を申請者に送付し、その後、事業開始となります（補助金の交付決定を通知

する前において、発注等を完成させた経費については、補助金の交付対象とはなりませ

ん）。 

なお、採択決定後から交付決定までの間に、事務局との協議を経て、事業内容・構成、

事業規模、金額などに変更が生じる可能性があります。また、交付条件が合致しない場合

には、交付決定ができない場合もありますのでご了承ください。 

また、本事業を通じて取組の更なる発展を実現することを目的に、事務局へ所定様式

にて事前申請を行うことにより、事業期間中でもコンソーシアムの構成員を追加するこ

とが可能です。 

補助事業期間中、コンソーシアムに対し、事務局から事業実施に必要な情報等を提供

することがありますが、情報の内容によっては、守秘義務の遵守をお願いすることがあ

ります。 

 

【７．補助対象経費の計上】   

７－１．補助対象経費の区分 

本事業の対象とする経費は、事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果の取りまとめ

に必要な経費であり具体的には以下のとおりです。 

※各項目の経費処理については、『補助事業事務処理マニュアル』を御確認ください。 

 https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html 

ア 業種特化型 

経費項目 内容 

Ⅰ．人件費 事業に直接従事する者の直接作業時間に対する人件費 

Ⅱ．事業費  

旅費 事業を行うために必要な国内出張及び海外出張に係る経費 

会場費 事業を行うために必要な会議、講演会、シンポジウム等に要する

経費（会議借料、機材借料及び茶菓料（お茶代）等） 

謝金 事業を行うために必要な謝金（会議・講演会・シンポジウム等に

出席した外部専門家等に対する謝金、講演・原稿の執筆・研究協

力等に対する謝金等） 

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html
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備品費 事業を行うために必要な物品（ただし、1年以上継続して使用で

き、当該事業のみで使用されることが確認できるもの）の購入、

製造に必要な経費 

借料及び賃料 事業を行うために必要な機械器具等のリース・レンタルに要する

経費 

消耗品費 事業を行うために必要な物品であって備品費に属さないもの（た

だし、当該事業のみで使用されることが確認できるもの）の購入

に要する経費 

印刷製本費 事業で使用するパンフレット・リーフレット、事業成果報告書等

の印刷製本に関する経費 

広報費 事業を効果的に周知するために必要な広告宣伝に要する経費 

補助員人件費 事業を実施するために必要な補助員（アルバイト等）に係る経費 

その他諸経費 事業を行うために必要な経費であって、他のいずれの区分にも属

さないもの。原則として、当該事業のために使用されることが特

定・確認できるもの。 

例） 

-通信運搬費（郵便料、運送代、通信・電話料等） 

-光熱水料（電気、水道、ガス。例えば、大規模な研究施設等につ

いて、専用のメータの検針により当該事業に使用した料金が算

出できる場合） 

-設備の修繕・保守費 

-翻訳通訳、速記費用 

-文献購入費、法定検査、検定料、特許出願関連費用等 

委託・外注費 補助事業者が直接実施することができないもの又は適当でない

ものについて、他の事業者に委託・外注するために必要な経費（ほ

かの経費項目に含まれるものを除く。） 

イ サイバーセキュリティ対策拡充型 

経費項目 内容 

Ⅰ．人件費 事業に直接従事する者の直接作業時間に対する人件費 

Ⅱ．事業費  

旅費 事業を行うために必要な国内出張及び海外出張に係る経費 

謝金 事業を行うために必要な謝金（サイバーセキュリティ対策に関す

る伴走支援を行う外部専門家に対する謝金） 

委託・外注費 補助事業者が直接実施することができないもの又は適当でない
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ものについて、他の事業者に委託・外注するために必要な経費（ほ

かの経費項目に含まれるものを除く。） 

 

７－２．直接経費として計上できない経費 

 ・建物等施設に関する経費 

 ・事業内容に照らして当然備えているべき機器・備品等（机、椅子、書棚等の什器類、事務

機器等） 

 ・事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費（ただし、補助事業者に帰責性の

ない事由に基づき生じたキャンセル料等は直接経費として計上できる場合がありますの

で、担当者に御相談ください。） 

 ・収入印紙 

 ・その他事業に関係ない経費 

 

７－３．補助対象経費からの消費税額の除外 

補助金額に消費税及び地方消費税額（以下、消費税等という。）が含まれている場合、

交付要綱に基づき、消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書を求めることになり

ます。 

これは、補助事業者が消費税等の確定申告時に、仕入控除とした消費税等額のうち補

助金充当額について報告をさせ返還を命じることにより、補助事業者に仕入控除とした

消費税等額のうち補助金充当額が滞留することを防止するため規定されています。 

しかしながら、上記の報告書は、補助金精算後に行った確定申告に基づく報告となり、

失念等による報告漏れが散見されることや、補助事業者における煩雑な事務手続回避の

観点から、以下のとおり取り扱うものとします。 

交付申請書の補助金申請額算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して

補助金額を算定し、交付申請書を提出してください。 

ただし、以下に掲げる補助事業者にあっては、補助事業の遂行に支障を来すおそれが

あるため、消費税等を補助対象経費に含めて補助金額を算定します。なお、事業者側が、

消費税等を補助対象経費としないことを要望すればこの限りではありません。 

※消費税等を補助対象経費とした場合には、状況の変更により消費税に係る仕入控除

税額が発生することによる報告及び返還が発生する場合がありますので注意すること。 

① 消費税法における納税義務者とならない補助事業者 

② 免税事業者である補助事業者 

③ 簡易課税事業者である補助事業者 

④ 国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、消費税法別表

第 3に掲げる法人の補助事業者 

⑤ 国又は地方公共団体の一般会計である補助事業者 

⑥ 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後の

返還を選択する補助事業者 
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【８．事業実施状況の把握】 

補助事業の実施状況の把握のため、定期的に進捗状況を確認いたします。 

 

【９．その他の注意点】 

① 補助金の交付については、補助金適正化法の定めによるほか、交付規程により、交付

申請書等の各種様式、事業期間中、事業終了後の手続等を定めております。また、交

付決定後の補助事業に係る具体的経理処理、確定検査を実施する際に準備しておく

資料等については、「補助事業事務処理マニュアル」において基本的事項を記述して

おりますので、交付決定後、補助事業を開始される際に事前に内容を確認してくだ

さい。 

② コンソーシアム外に補助事業費の支払いが発生する場合は、代表機関は自らの責任

のもと、当該補助事業費の支払先が以下の３点を満たしていることを確認するとと

もに、事務局の求めに応じて必要な情報提供を行うこと。 

➢ 日本に拠点を有していること。 

➢ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会

的勢力に関係する事業者でないこと。 

➢ 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者

ではないこと。 

③ 補助事業終了後に会計検査院が実地検査に入ることがあります。 

④ 提出された企画提案書等の応募書類及び実績報告書等ついては、「行政機関の保有す

る情報の公開に関する法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）に基づき、不開

示情報（個人情報及び法人等又は個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあるもの等）を除いて、情報公開の対象となります。 

⑤ 補助事業を遂行するにあたっては、関係法令を遵守してください。 

⑥ 補助事業期間中に得たコンソーシアムに参画する構成員からの年会費や支援対象と

なる地域企業からの対価（報酬）等の収入を、交付する補助金から減額することは本

事業の目的達成を阻害することになることから、本事業の補助事業期間中に発生し

た収入については、交付する補助金から減額しないこととします。ただし、本事業に

おいて交付する補助金からの減額の対象外とする「収入」とは、コンソーシアムが、

自立して継続的に事業を実施することを目的に得たものに限ります。 

 

【１０．問い合わせ先】 

お問い合わせに対する回答の正確性を期すため、電子メールでの連絡を優先してください。 

 

令和４年度補正地域 DX促進事務局 

メールアドレス: regional-dx@tohmatsu.co.jp 
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TEL: 080-3571-6807 

電話受付時間：10:00～12:00/13:00～17:00 月曜～金曜（土日祝日除く） 

※電話番号の掛け間違いのないよう注意してください。 
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（別紙）          審査基準（ア 業種特化型） 

 

審査内容

１．基本的事項　※いずれかが不適(×)の場合は不採択

① 事業者としての適格性 代表機関及び構成員は、募集要領１－５．応募資格をすべて満たしているか。

② 財務的基盤
・代表機関は、補助事業をその目的に沿って的確に実施し得る財務的基盤を有し、かつ、資金等につ
いて十分な管理能力を有しているか。
・直近の決算報告書において、安定的に事業を実施できるか。

③ 事業の適格性 申請内容が、事業目的及び内容の要件を全て満たしているか。

２－1．コンソーシアムの実施体制・能力

① 代表機関、構成員の能力・実績等

・代表機関は、地域企業に対する各種支援に止まらず、補助事業全体の運営管理、構成員相互の調
整を主体的に行う優れた能力・実績を有した人材を擁しているか。
・構成員は、地域の主力産業・業種、経営・デジタル、DXを進める上で必要となるサイバーセキュリティ
対策に関する専門的知見・ノウハウを持つ産学官金の関係者で、代表機関と共に、課題分析・戦略策
定支援、サイバーセキュリティの強化に関する伴走型支援等各種支援、支援ノウハウのコンソーシアム
内での共有・横展開の仕組みの構築に取り組むことができる優れた能力・実績を有した人材を擁してい
るか。
・代表機関及び構成員は、過去の類似事業の実績を、本事業で有効に生かすことができているか。

② 構成員の多様性
・構成員が多様な産学官金の主体で構成され、互いに連携し合い、より効果的な支援を実施する提案
がなされているか。

①
地域企業のDX戦略策定の伴走型支援の有効
性

コンソーシアムによる、地域企業のDX推進に向けたゴール設定・現状分析・課題特定・将来業務の設
計・ソリューション提供ベンダーの比較検討・選定等支援の内容は、代表機関及び構成員の強みを生か
した工夫がなされ、実行可能かつ効果的なものとなっているか。

②
サイバーセキュリティ対策に関する伴走型支援
の有効性

コンソーシアムによる、サイバーセキュリティ対策に関する伴走型支援の内容は、代表機関及びサイ
バーセキュリティの専門家を中心とした構成員の強みを生かした工夫がなされ、実行可能かつ効果的
なものとなっているか。

③
支援ノウハウのコンソーシアム内での共有・横
展開の仕組みの構築

コンソーシアム内で構築する、支援ノウハウを共有・横展開する仕組みは、代表機関及び構成員の強
みを生かした工夫がなされ、実行可能かつ効果的なものとなっているか。

④
その他、DX戦略の実行力向上のための取組の
有効性

コンソーシアムによる、その他の支援活動の内容は、コンソーシアムの支援活動がより効果的になるこ
とに寄与するものであり、実行可能なものとなっているか。

２－３．事業の合理性

① 事業の合理性

・事業遂行に必要なタスクに見合った費用が正しく見積もられているか、事業成果に繋がらない余剰の
費用が含まれていないか。
・実施体制、管理手法、スケジュールが事業計画を実現するために十分なものとなっているか、効率的
な事業の進め方となっているか、実施タスクごとの成果物が明確になっているか。

② 支援目標・効果の合理性
・事業期間中の支援目標が合理的且つ高い水準で掲げられているか。
・その効果が合理的か。

２－４．事業の将来性

① 事業終了後の活動内容

・補助事業終了後の活動内容が具体的に記載されており、実現可能かつ効果的な取組となっている
か。
・補助事業終了後の活動内容が、単なる本事業の継続的な取組に止まらず、積極的に支援内容の拡
充が検討できているか。
・補助事業終了後も地域企業を支援し続ける強い意志とそれを裏付ける体制が整備されているか。

② 補助事業終了後の収支計画の妥当性

・補助事業終了後の収支計画は、その根拠が明確で具体的であり、実現可能な想定がなされている
か。
・構成員からの年会費や、支援を行う地域企業からの対価（報酬）等といった収入を得る仕組みを構築
し、将来的な自立性・収益性が十分に期待されるか。

２－５．地域特性

①
地域の主力産業・業種、及び地域企業への理
解度

支援対象地域の主力産業・業種に関するデジタル化・ＤＸの現状及び課題を十分に認識できているか。
また、支援対象地域に所在する企業に関する内部・外部環境を正確に捉えているか、現状解決すべき
重要度・緊急度の高い経営課題及び業務課題を十分に把握しているかを十分に認識できているか。

②
地域の主力産業・業種を踏まえた事業の有効
性

コンソーシアムの体制及び活動内容が、支援対象地域に所在する企業のデジタル化・DXに関する現状
及び課題に照らして、支援対象地域の主力産業・業種の課題解決・ＤＸ推進に資すると期待されるもの
か。

３．加点項目

①

１－３．事業内容（ア　業種特化型）（４）その
他、DX戦略の実行力向上のための取組（任意）
において、地域の主力産業・業種のDXを支える
デジタル人材育成の取組を実施

地域の主力産業・業種に関する地域企業のDX人材育成に向けた取組を実施する場合は加点
(例）DX及びDXを進めるにあたり確保すべきサイバーセキュリティ対策の戦略策定を支援した企業が戦
略を実現できるよう、経営者や社員に対する人材育成の研修等を実施

審査項目

２．事業の内容に関する事項

２－２．事業の有効性
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審査基準（イ サイバーセキュリティ対策拡充型） 

 

 

審査内容

１．基本的事項　※いずれかが不適(×)の場合は不採択

① 事業者としての適格性 代表機関及びサイバーセキュリティの専門家は、募集要領１－５．応募資格をすべて満たしているか。

② 財務的基盤
・代表機関は、補助事業をその目的に沿って的確に実施し得る財務的基盤を有し、かつ、資金等につ
いて十分な管理能力を有しているか。
・直近の決算報告書において、安定的に事業を実施できるか。

③ 事業の適格性 申請内容が、事業目的及び内容の要件を全て満たしているか。

２－1．コンソーシアムの実施体制・能力

① 代表機関の能力・実績等
・代表機関は、地域企業に対する各種支援に止まらず、補助事業全体の運営管理、構成員相互の調
整を主体的に行う優れた能力・実績を有した人材を擁しているか。

② サイバーセキュリティの専門家の能力・実績等

・サイバーセキュリティの専門家は、代表機関と共に、サイバーセキュリティに関する伴走型支援に取り
組むことができる優れた能力・実績を有した人材を擁しているか。
・サイバーセキュリティの専門家は、過去の類似事業の実績を、本事業で有効に生かすことができてい
るか。

①
サイバーセキュリティ対策に関する伴走型支援
の有効性

DXを進めるにあたり確保すべきサイバーセキュリティ対策の支援の内容は、代表機関やサイバーセ
キュリティの専門家の強みを生かした工夫がなされ、実行可能かつ効果的なものとなっているか。

２－３．事業の合理性

① 事業の合理性

・事業遂行に必要なタスクに見合った費用が正しく見積もられているか、事業成果に繋がらない余剰の
費用が含まれていないか。
・実施体制、管理手法、スケジュールが事業計画を実現するために十分なものとなっているか、効率的
な事業の進め方となっているか、実施タスクごとの成果物が明確になっているか

② 支援目標・効果の合理性
・事業期間中の支援目標が合理的且つ高い水準で掲げられているか。
・その効果が合理的か。

２－４．事業の将来性

① 事業終了後の活動内容

・補助事業終了後のDXを進めるにあたり確保すべきサイバーセキュリティ対策の継続的な活動内容が
具体的に記載されており、実現可能かつ効果的な取組となっているか。
・補助事業終了後の活動内容が、単なる本事業の継続的な取組に止まらず、積極的に支援内容の拡
充が検討できているか。

審査項目

２．事業の内容に関する事項

２－２．事業の有効性


